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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　枢動可能な時計構成部品（１０）のアーバ（１）であって、
　前記アーバ（１）は、枢軸（Ｄ）の周りで枢動するよう構成され、少なくとも１つの突
出部分（１１、１１Ａ）を含み、前記少なくとも１つの突出部分（１１、１１Ａ）のうち
主要な突出部分（１１）は、前記枢軸（Ｄ）の周囲に前記アーバ（１）の最も大きな半径
（ＲＭＡＸ）を画定し、
　少なくとも前記主要な突出部分（１１）は、前記枢軸（Ｄ）の両側において、前記枢軸
（Ｄ）に関して対称な２つの表面（１４；１５）によって範囲を画定され、
　前記２つの表面（１４；１５）は、前記枢軸（Ｄ）に対して垂直な平面への投影図にお
いて、長さ（ＬＲ）対幅（ＬＡ）の比が２以上のアスペクト比を画定する矩形に内接する
プロファイル（１２）を画定し、
　前記長さ（ＬＲ）の方向は主軸（ＤＰ）を画定する、アーバ（１）において、
　前記アーバ（１）が備える前記２つの表面（１４；１５）によって２つの対向する側部
において範囲を画定される矩形プロファイルの、少なくとも１つの前記突出部分（１１、
１１Ａ）は、外部磁界の不在時に部分的な自己磁気消去を誘発するために、少なくとも１
つのスロット（１８）を含み、前記スロット（１８）は、前記枢軸（Ｄ）上にセンタリン
グされ、前記主軸（ＤＰ）に沿って延在し、前記スロット（１８）の深さは、関係する前
記スロット（１８）を含む前記突出部分（１１；１１Ａ）の長さの半分以上であり、前記
アーバ（１）の円筒形部分の平均半径を超えること；及び
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　前記アーバ（１）は単一部品であること
を特徴とする、アーバ（１）。
【請求項２】
　前記アーバ（１）は、少なくとも１つの副次的な突出部分（１１Ａ）を含み、
　前記副次的な突出部分（１１Ａ）は、前記枢軸（Ｄ）に対して垂直な平面への投影図に
おいて、前記２つの表面（１４；１５）によって２つの対向する側部において範囲を画定
される矩形プロファイルを有する
ことを特徴とする、請求項１に記載のアーバ（１）。
【請求項３】
　前記２つの表面（１４；１５）は平面であり、前記枢軸（Ｄ）に対して平行であること
を特徴とする、請求項１に記載のアーバ（１）。
【請求項４】
　前記アーバ（１）は鉄鋼製であることを特徴とする、請求項１に記載のアーバ（１）。
【請求項５】
　前記アーバ（１）は単一部品であり、１つ又は複数の整列された部分（２）で作製され
ること；及び
　前記単一部品のアーバ（１）は、磁性的に不均一であり、前記アーバ（１）の容積全体
に亘って不均一である本来的な磁性特性を有すること
を特徴とする、請求項１に記載のアーバ（１）。
【請求項６】
　前記アーバ（１）は、前記単一部品のアーバ（１）の本来的な磁性特性の、前記単一部
品のアーバ（１）の前記枢軸（Ｄ）の軸方向の若しくは前記枢軸（Ｄ）に対して径方向の
変動、又は前記単一部品のアーバ（１）の前記枢軸（Ｄ）の軸方向の変動及び前記枢軸（
Ｄ）に対して径方向かつ回転対称である変動の両方に従って、磁性的に不均一であること
を特徴とする、請求項５に記載のアーバ（１）。
【請求項７】
　枢軸（Ｄ）を通過する静止平面によって画定される静止位置の周辺で発振するよう配設
された、可動構成部品（１０）であって、
　前記可動構成部品（１０）は、前記可動構成部品（１０）を前記静止位置に戻すよう配
設された弾性復元手段と協働し、
　前記可動構成部品（１０）はアーバ（１）を含み、前記アーバ（１）は、前記枢軸（Ｄ
）の周りで枢動するよう構成され、前記枢軸（Ｄ）の周囲に前記アーバ（１）の最も大き
な半径（ＲＭＡＸ）を画定する少なくとも１つの主要な突出部分（１１）を含む、可動構
成部品（１０）において、
　前記可動構成部品（１０）は時計の天輪であること；
　少なくとも前記主要な突出部分（１１）は、前記枢軸（Ｄ）の両側において、前記枢軸
（Ｄ）に関して対称な２つの表面（１４；１５）によって範囲を画定され、前記２つの表
面（１４；１５）は、前記枢軸（Ｄ）に対して垂直な平面への投影図において、長さ（Ｌ
Ｒ）対幅（ＬＡ）の比が２以上のアスペクト比を画定する矩形（Ｒ）に内接するプロファ
イル（１２）を画定し、前記長さ（ＬＲ）の方向は主軸（ＤＰ）を画定すること；
　前記アーバ（１）は鉄鋼製であること；及び
　前記アーバに対して垂直な平面において、前記アーバ（１）の前記主軸（ＤＰ）は、前
記静止平面に対して所定の角度位置を占め、前記可動構成部品（１０）は、前記静止位置
における前記アーバ（１）の前記主軸（ＤＰ）に対して略垂直な好ましい磁化方向（ＤＡ
）を有すること
を特徴とする、可動構成部品（１０）。
【請求項８】
　前記アーバ（１）は、請求項１に記載のアーバ（１）であることを特徴とする、請求項
７に記載の可動構成部品（１０）。
【請求項９】



(3) JP 6034991 B2 2016.11.30

10

20

30

40

50

　請求項７に記載の可動構成部品（１０）を含む、時計機構（２０）であって、
　前記可動構成部品（１０）は、前記時計機構（２０）が備える弾性復元手段によって静
止位置に戻される、時計機構（２０）。
【請求項１０】
　請求項８に記載の可動構成部品（１０）を含む、時計機構（２０）であって、
　前記可動構成部品（１０）は、前記時計機構（２０）が備える弾性復元手段によって静
止位置に戻される、時計機構（２０）。
【請求項１１】
　前記アーバ（１）は鉄鋼製であり、値（Ｂｓ）が１Ｔ超という高い飽和磁界、５０超の
最大透磁率（μR）、３ｋＡ／ｍ超の保磁場（Ｈｃ）を有することを特徴とする、請求項
９に記載の時計機構（２０）。
【請求項１２】
　前記アーバ（１）は鉄鋼製であり、値（Ｂｓ）が１Ｔ超という高い飽和磁界、５０超の
最大透磁率（μR）、３ｋＡ／ｍ超の保磁場（Ｈｃ）を有することを特徴とする、請求項
１０に記載の時計機構（２０）。
【請求項１３】
　前記時計機構（２０）は脱進機機構であること；
　前記可動構成部品（１０）は、前記弾性復元手段を形成する少なくとも１つのヒゲゼン
マイによって前記静止位置に戻される、天輪であること；及び
　前記アーバ（１）は天真であること
を特徴とする、請求項９又は１０に記載の時計機構（２０）。
【請求項１４】
　請求項９に記載の少なくとも１つの時計機構（２０）を含む、時計ムーブメント（３０
）。
【請求項１５】
　請求項１０に記載の少なくとも１つの時計機構（２０）を含む、時計ムーブメント（３
０）。
【請求項１６】
　請求項９～１３のいずれか１項に記載の少なくとも１つの時計機構（２０）を含む、腕
時計（４０）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、枢軸の周りで枢動するよう構成され、かつ上記枢軸の周囲に比較的大きな半
径を有する少なくとも１つの突出部分を含む、枢動可能な時計構成部品のアーバに関する
。
【０００２】
　本発明はまた、上述のようなアーバを含む可動時計構成部品にも関し、上記アーバは鉄
鋼製であり、上記可動構成部品は、上記枢軸を通過する静止平面によって画定される静止
位置の周辺で発振する。
【０００３】
　本発明はまた、上述のような可動構成部品を含む機構にも関し、上記可動構成部品は弾
性復元手段によって上記静止位置に戻され、上記機構は好ましい磁化方向を有する。
【０００４】
　本発明はまた、少なくとも１つの上述のような機構を含む時計ムーブメントにも関する
。
【０００５】
　本発明はまた、少なくとも１つの上述のような時計ムーブメントを含み、及び／又は少
なくとも１つの上述のような機構を含む、腕時計にも関する。
　本発明は特に機械式腕時計のための時計機構の分野、詳細には調速機構の分野に関する
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。
【背景技術】
【０００６】
　機械式腕時計の調速機構は、高調波発振器、ゼンマイ‐テンプ調速機によって形成され
、上記ゼンマイ‐テンプ調速機の自然発振振動数は主に、天輪の慣性及びヒゲゼンマイの
弾性剛性に左右される。
【０００７】
　ゼンマイ‐テンプ調速機の発振は、それが減衰しない限り、一般に１つ又は２つの枢動
構成部品で形成される脱進機によって生成されるパルスによって維持される。スイスレバ
ー式脱進機の場合、これらの枢動構成部品はアンクルレバー及びガンギ車である。腕時計
の速度は、ゼンマイ‐テンプ調速機の振動数と、脱進機からのパルスによって引き起こさ
れる妨害とによって決定され、上記妨害は一般にゼンマイ‐テンプ調速機の自然発振を遅
くすることによって、上記速度を低下させる。
【０００８】
　腕時計の速度は、ゼンマイ‐テンプ調速機の自然振動数及び／又は脱進機が供給するパ
ルスの時間依存性を低下させ得るいずれの現象によって妨害される。
【０００９】
　特に、機械的腕時計を一時的に磁界に曝露した後には、（残留磁界の影響に関連する）
速度障害が一般に観察される。これらの障害の原因は、ムーブメント又は腕時計外装部品
の固定された強磁性構成部品の恒常的な磁化、並びに調速部材（ゼンマイ‐テンプ調速機
）の及び／又は脱進機の一部を形成する可動磁性構成部品の恒常的又は一時的な磁化であ
る。
【００１０】
　磁界への曝露後、帯磁又は透磁性可動構成部品（天輪、ヒゲゼンマイ、脱進機）は、静
磁気トルク及び／又は静磁力を受ける。原理的には、これらの相互作用は、ゼンマイ‐テ
ンプ調速機の見かけの剛性、可動脱進機構成部品の動態、及び摩擦を改変する。これらの
改変により、１日あたり数十秒から数百秒の間で変動し得る速度障害が生成される。
【００１１】
　上記曝露中の時計ムーブメントと外的な磁界との間の相互作用は、ムーブメントを停止
させる場合もある。原理的には、磁界の影響下での停止と残留速度障害との間には相関関
係は存在しない。というのは、磁界の影響下での停止は、構成部品の一時的なサブフィー
ルド磁化（従って構成部品の透磁性及び飽和磁界）に左右され、その一方で残留速度障害
は残留磁化（従って主に構成部品の保磁場）に左右されるためであり、上記残留磁化は、
透磁性が高い場合であっても低いものとなり得る。
【００１２】
　極めて弱い常磁性材料（例えばケイ素）製のヒゲゼンマイを導入するため、ヒゲゼンマ
イは腕時計における速度障害の原因にならなくなる。従って、１．５テスラ未満の磁界に
関して依然として観察できるいずれの磁性妨害は、天真の磁化及び可動脱進機構成部品の
磁化によるものである。
【００１３】
　アンクルレバー本体及びガンギ車は、極めて弱い常磁性材料で製造でき、これは上記ア
ンクルレバー本体及びガンギ車の機械的性能に影響しない。対照的に、可動構成部品のア
ーバは、経時的に最適かつ一定の枢動を可能とする極めて良好な機械的性能（良好な摩擦
、低い疲労）を必要とするため、上記アーバを硬化鉄鋼（典型的には２０ＡＰ炭素鋼等）
で製造することが好ましい。このような鉄鋼は、高い保磁場と共に高い飽和磁界を有する
ため、磁界の影響を受けやすい材料である。天真並びにアンクルレバー及びガンギ車のア
ーバは現在のところ、腕時計の磁性妨害に関して最も重要な構成部品である。
【００１４】
　特に、天真はクロノメトリ（残留効果）に関して最も敏感な構成部品である。というの
は、アーバに作用する磁性由来の妨害トルクは、ゼンマイ‐テンプ調速機の発振周波数を
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直接改変し、この改変は原理的には無制限であり（これは残留磁界の強度及びヒゲゼンマ
イの剛性によってのみ左右される）、その一方で脱進機機能の妨害は、脱進機の公称損失
に制限された速度障害を生成する（発生する妨害は、通常の条件において脱進機が既に生
成している妨害を決して超えない）。
【００１５】
　ＮＩＶＡＲＯＸによる特許文献１は、枢軸の周囲に分布する複数の羽根を含む異形バー
からの天真の製造、及び曲線からなる羽根を有する変形例を記載している。
【００１６】
　ＦＥＩＮＭＥＴＡＬＬによる特許文献２は、２つの略対称の羽根を有する横材を含むテ
ンプに対するヒゲゼンマイの組み付けを開示している。
【００１７】
　ＺＥＮＫＯＳＨＡ　ＴＯＫＥＩによる特許文献３は、２つの羽根を備えるテンプの機械
切削を開示している。
【００１８】
　ＤＥＴＲＡによる特許文献４は、エネルギの受信及び発振周波数の伝達が可能な発振子
へのエネルギ伝達のための輪列と、上記輪列によって伝達され、発振子への動力供給を目
的とする、上記エネルギの少なくとも第１の部分を生成できる第１の手段とを備える、脱
進機デバイスを開示しており、上記第１の手段は、本質的に輪列の回転移動角度に応じて
変動する機械的トルクを生成するよう構成され、この機械的トルクは、輪列の回転移動期
間に亘って、少なくとも１つの安定位置及び少なくとも１つの不安定位置を有する。特定
の実施形態では、この第１の手段は、直径方向に磁化された回転子を、上記回転子を受承
する穿孔内にセルを備える固定子とを組み合わせることによって、時間に応じて変動する
磁性トルクを生成する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１９】
【特許文献１】仏国特許出願第２２７５８１５Ａ１号
【特許文献２】仏国特許出願第２０９０７８４Ａ５号
【特許文献３】特開昭６２‐６３８８４号
【特許文献４】国際公開出願第０１／７７７５９Ａ１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２０】
　本発明は、可動構成部品のアーバ、特に天真に対する磁性相互作用を制限することを提
案する。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　この目的のために、本発明は、枢軸の周りで枢動するよう構成され、かつ上記枢軸の周
囲に比較的大きな半径を有する少なくとも１つの突出部分を含む、枢動可能な時計構成部
品のアーバに関する。このアーバは、少なくとも１つの上記突出部分が、上記枢軸の両側
において２つの表面によってその範囲を画定され、上記２つの表面は、上記枢軸に対して
垂直な平面への投影図において、長さ対幅の比が２以上のアスペクト比を画定する矩形に
内接するプロファイルを画定し、上記長さの方向は主軸を画定することを特徴とする。
【００２２】
　本発明の特徴によると、上記アーバが備える上記２つの表面によって２つの対向する側
部の範囲を画定された、少なくとも１つの矩形プロファイル部分は、上記枢軸上にセンタ
リングされ、かつ上記矩形の長さ方向のものである主軸に沿って延在する、少なくとも１
つの切欠き部を含む。
【００２３】
　本発明の特徴によると、上記２つの表面は上記枢軸に関して対称である。
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【００２４】
　本発明の特徴によると、上記２つの表面は平面であり、上記枢軸に対して平行である。
【００２５】
　本発明はまた、１つの上述のようなアーバを含む枢動可能な時計構成部品にも関し、上
記アーバは鉄鋼製であり、上記可動構成部品は、上記枢軸を通過する静止平面によって画
定される静止位置の周辺で発振する。この可動構成部品は、上記可動構成部品の上記静止
位置において、上記主軸が上記静止平面に対して所定の角度位置を占めることを特徴とす
る。
【００２６】
　本発明の特徴によると、上記鉄鋼製アーバは、値が１Ｔ超という高い飽和磁界、５０超
の最大透磁率、３ｋＡ／ｍ超の保磁場を有する。
【００２７】
　本発明はまた、１つの上述のような可動構成部品を含む機構にも関し、上記可動構成部
品は弾性復元手段によって上記静止位置に戻され、上記機構は好ましい磁化方向を有する
。上記機構は、上記静止位置において、上記主軸が上記好ましい磁化方向に対して略垂直
であることを特徴とする。
【００２８】
　本発明の特徴によると、上記機構は脱進機機構であり、上記可動構成部品は、少なくと
も１つのヒゲゼンマイによって上記静止位置に戻される天輪であり、上記アーバは天真で
ある。
【００２９】
　本発明はまた、少なくとも１つの上述のような機構を含む時計ムーブメントにも関する
。
【００３０】
　本発明はまた、少なくとも１つの上述のような時計ムーブメントを含み、及び／又は少
なくとも１つの上述のような機構を含む、腕時計にも関する。
【００３１】
　本発明の他の特徴及び利点は、添付の図面を参照して以下の詳細な説明を読むことによ
り明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】図１は、本発明による可動構成部品のアーバの第１の変形例を、３次元図の形態
で示す。これは枢軸の周りに機械加工された回転部分を含み、上記回転部分は他の部分よ
りも半径寸法が大きな１つの突出部分を含み、アーバは枢軸に関して対称な２つの側面を
含み、上記２つの側面は、上記枢軸に対して垂直な平面への投影図におけるこの突出部分
のアスペクト比が２超となるように、互いからある距離にあり、「主軸（ｍａｉｎ　ａｘ
ｉｓ）」と呼ばれる最大寸法は、可動構成部品の直近の周囲環境の好ましい磁化方向に対
して略垂直に延在する。
【図２】図２は、本発明による可動構成部品のアーバの第２の変形例を、図１と同様に示
す。突出部分は、アスペクト比２超の矩形プロファイルを有し、他の構成部品の支持体を
形成する幾つかの部分もまた、矩形プロファイルを有する。
【図３】図３は、図２の変形例を示し、突出部分及び別の矩形プロファイル部分は、それ
らの最大寸法に沿って延在する切欠き部を含む。
【図４】図４は、可動構成部品の周囲環境の好ましい磁化方向の磁界に曝露した後の、図
２のアーバの主軸の方向の概略端面図であり、灰色の濃淡が濃いほど残留磁界が高い。
【図５】図５は、従来の天真に印加される磁性トルク（グラフ中ではＧＴとして破線で示
される）と、本発明による最適化された真に印加される磁性トルク（グラフ中ではＧＯと
して実線で示される）との比較をグラフの形態で示す。横座標は角度（°）であり、縦座
標はテンプに印加されるトルク（ｍＮｍｍ）である。
【図６】図６は、図１によるアーバの、枢軸の方向における端面図であり、全体が回転体
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であるアーバ及び比較的大きな半径ＲＭＡＸの変形として示されている。
【図７】図７は、本発明によるアーバを備える可動構成部品を含む機構を含むムーブメン
トを備える時計のブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００３３】
　より詳細には、本発明は機械式腕時計の時計調速部材の分野に関する。
【００３４】
　本発明は、可動構成部品のアーバ、特に天真に対する磁性相互作用を制限することを提
案する。
【００３５】
　従って本発明は、磁性環境において最適化されたジオメトリを有する可動構成部品のア
ーバに関する。
【００３６】
　慣例的に、本説明において「軸（ａｘｉｓ）」は枢軸等の仮想の幾何学的要素を表し、
「アーバ（ａｒｂｏｒ）」は１つ又は複数の部品で形成された実際の機械的要素を表す。
例えば、可動構成部品の枢動をガイドするために可動構成部品の中点部分の両側に整列及
び配設された枢軸のペアも、アーバと呼ばれる。
【００３７】
　本発明により、非磁性であるヒゲゼンマイ、アンクルレバー本体及びガンギ車を有する
腕時計が、停止することなく、機械的性能（クロノメトリ及び可動構成部品の経年劣化）
に対する影響なしに、約０．５テスラという高い強度の磁界に耐えることができるように
なる。
【００３８】
　本発明を実装することにより、非磁性ヒゲゼンマイ、アンクルレバー本体及びガンギ車
を有する腕時計における残留効果が、１日あたり１秒未満まで低減される。
【００３９】
　慣例的に、本説明において「軸（ａｘｉｓ）」は枢軸等の仮想の幾何学的要素を表し、
「アーバ（ａｒｂｏｒ）」は１つ又は複数の部品で形成された実際の機械的要素を表す。
例えば、可動構成部品１０の枢動をガイドするために可動構成部品１０の中点部分６の両
側に整列及び配設された枢軸２Ａ、２Ｂのペアも、アーバと呼ばれる。
【００４０】
　これ以降に記載する説明では、「透磁性（ｍａｇｎｅｔｉｃａｌｌｙ　ｐｅｒｍｅａｂ
ｌｅ）」材料は、１０～１００００の比透磁率を有する材料であり、例えば天真に関して
は約１００、若しくは電子回路に一般に使用される鉄鋼に関しては約４０００の比透磁率
を有する鉄鋼、又は比透磁率が８０００～１００００の値に達する他の合金である。
【００４１】
　例えば極片の場合の「磁性材料（ｍａｇｎｅｔｉｃ　ｍａｔｅｒｉａｌ）」は、０．１
～１．５テスラの残留磁界を有するように磁化できる材料であり、磁気エネルギ密度Ｅｍ
が約５１２ｋＪ／ｍ3、残留磁界が０．５～１．３テスラとなる「ネオジウム‐鉄‐ホウ
素」等の材料である。このタイプの磁性材料を、１００～１００００の範囲内で１０００
０に近い透磁率を有する、対極の透磁性構成部品と、磁性対として組み合わせる場合、上
記範囲の下限に向かって低下させた残留磁界レベルを使用してよい。
【００４２】
　「強磁性（ｆｅｒｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ）」材料は、以下の特徴を有する材料を意味す
る：温度Ｔ＝２３℃において飽和磁界Ｂｓ＞０、温度Ｔ＝２３℃において保磁場Ｈｃ＞０
、温度Ｔ＝２３℃において最大透磁率μR＞２、キュリー温度Ｔｃ＞６０℃。
【００４３】
　より詳細には、「強磁性」材料は以下の特徴を有する材料を意味する：温度Ｔ＝２３℃
において飽和磁界Ｂｓ＜０．５Ｔ、温度Ｔ＝２３℃において保磁場Ｈｃ＜１０００ｋＡ／
ｍ、温度Ｔ＝２３℃において最大透磁率μR＜１０、キュリー温度Ｔｃ＞６０℃。
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【００４４】
　より詳細には、「高強磁性（ｈｉｇｈｌｙ　ｆｅｒｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ）」材料は以
下の特徴を有する材料を意味する：温度Ｔ＝２３℃において飽和磁界Ｂｓ＞１Ｔ、温度Ｔ
＝２３℃において保磁場Ｈｃ＞３０００ｋＡ／ｍ、温度Ｔ＝２３℃において最大透磁性μ

R＞５０、キュリー温度Ｔｃ＞６０℃。
【００４５】
　「常磁性（ｐａｒａｍａｇｎｅｔｉｃ）」材料は、例えば磁性材料と対極の透磁性構成
部品との間又は２つの磁性材料の間に挿入されるスペーサ片、例えば構成部品と極片との
間のスペーサ片に関して、比透磁率１．０００１～１００の材料を意味する。例えば弱常
磁性材料（透磁率２未満）は、特に「Ｐｈｙｎｏｘ（登録商標）」の名称で知られるＣｏ
Ｃｒ２０Ｎｉ１６Ｍｏ７、又はニッケル‐リンＮｉＰ（リンの濃度が１２％であるが硬化
されているか、若しくはリンの濃度が１２％未満であるもの）である。
【００４６】
　「反磁性（ｄｉａｍａｇｎｅｔｉｃ）」材料は、グラファイト又はグラフェンといった
、１未満の比透磁率（１０-5以下の低い磁気感受率）を有する材料を意味する。
【００４７】
　最後に、特にシールドに関して、「非磁性」材料の対義語としての「軟磁性（ｓｏｆｔ
　ｍａｇｎｅｔｉｃ）」材料は、高い透磁性を呈するものの高い飽和磁界を呈する材料で
ある。というのはこれらは常に帯磁している必要はなく、外部磁界を低減するために可能
な限り良好に磁界を伝導しなければならないためである。これらの構成部品はまた、外部
の磁界から磁性システムを保護することもできる。これらの材料は好ましくは、５０～２
００の比透磁率及び５００Ａ／ｍ超の飽和磁界を有するように選択される。
【００４８】
　「非磁性」材料は、典型的にはアルミニウム、真鍮、ケイ素、ダイヤモンド、パラジウ
ム及び同様の材料といった、比透磁率が僅かに０．９９９９より大きくかつ１．０００１
未満である材料である。これらの材料は一般にＭＥＭＳ技術又はＬＩＧＡ法によって得る
ことができる。
【００４９】
　本発明は、可動構成部品１０のための時計アーバ１に関し、このアーバ１は、好ましい
磁化方向ＤＡＰに残留磁界が存在するような環境において動作できるよう、可動構成部品
１０のために最適化されている。
【００５０】
　このアーバ１は枢動性軸方向要素であり、他の構成部品、即ち：ローラ、フランジ、ひ
げ玉、テンプのための支持体として作用するものの、上記他の構成部品によって形成され
ず、上記他の構成部品は、アーバに対して打ち込み、接着、溶接、ろう付け若しくは圧入
されるか、又は他の方法で保持されることを特記しておく。以下に提示する特徴はこのア
ーバ１のみに関する。
【００５１】
　「本来的な磁性特性（ｉｎｔｒｉｎｓｉｃ　ｍａｇｎｅｔｉｃ　ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ
）」は、ここでは以下の全ての大きさを指す：透磁率；飽和磁界；保磁場；キュリー温度
；ヒステリシス曲線。磁化はこれらの本来的な磁性特性の一部を形成しない。このような
アーバの磁化後の磁化プロファイルは、本来的な磁性特性のみに左右されるのではなく、
特にこのアーバを磁化した磁界源並びに上記アーバの形状及びサイズに左右される。例え
ばアーバは、上記本来的な磁性特性が均一であっても、不均一な磁化を有し得る。
【００５２】
　構成部品は、磁界を受けた後に例えば強磁性となることができないことにも留意された
い。材料は強磁性又は常磁性、反強磁性若しくは反磁性である。この特徴は温度によって
改変できるものの、外部磁界によっては改変できない。材料の磁化と本来的な磁性特性と
を区別しなければならない。
【００５３】
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　これ以降に記載する説明では、「透磁性（ｍａｇｎｅｔｉｃａｌｌｙ　ｐｅｒｍｅａｂ
ｌｅ）」材料は、１０～１００００の比透磁率を有する材料であり、例えば天真に関して
は約１００、若しくは電子回路に一般に使用される鉄鋼に関しては約４０００の比透磁率
を有する鉄鋼、又は比透磁率が８０００～１００００の値に達する他の合金である。
【００５４】
　例えば極片の場合の「磁性材料（ｍａｇｎｅｔｉｃ　ｍａｔｅｒｉａｌ）」は、０．１
～１．５テスラの残留磁界を有するように磁化できる材料であり、磁気エネルギ密度Ｅｍ
が約５１２ｋＪ／ｍ3、残留磁界が０．５～１．３テスラとなる「ネオジウム‐鉄‐ホウ
素」等の材料である。このタイプの磁性材料を、１００～１００００の範囲内で１０００
０に近い透磁率を有する、対極の透磁性構成部品と、磁性対として組み合わせる場合、上
記範囲の下限に向かって低下させた残留磁界レベルを使用してよい。
【００５５】
　「強磁性（ｆｅｒｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ）」材料は、以下の特徴を有する材料を意味す
る：温度Ｔ＝２３℃において飽和磁界Ｂｓ＞０、温度Ｔ＝２３℃において保磁場Ｈｃ＞０
、温度Ｔ＝２３℃において最大透磁率μR＞２、キュリー温度Ｔｃ＞６０℃。
【００５６】
　より詳細には、「強磁性」材料は以下の特徴を有する材料を意味する：温度Ｔ＝２３℃
において飽和磁界Ｂｓ＜０．５Ｔ、温度Ｔ＝２３℃において保磁場Ｈｃ＜１０００ｋＡ／
ｍ、温度Ｔ＝２３℃において最大透磁率μR＜１０、キュリー温度Ｔｃ＞６０℃。
【００５７】
　特定の特徴を有する磁性材料を使用できることにより、構成部品の機械的強度、磁気抵
抗、製造性に関する要件が同時に満たされる。
【００５８】
　より詳細には、「高強磁性（ｈｉｇｈｌｙ　ｆｅｒｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ）」材料は以
下の特徴を有する材料を意味する：温度Ｔ＝２３℃において飽和磁界Ｂｓ＞１Ｔ、温度Ｔ
＝２３℃において保磁場Ｈｃ＞３０００ｋＡ／ｍ、温度Ｔ＝２３℃において最大透磁性μ

R＞５０、キュリー温度Ｔｃ＞６０℃。
【００５９】
　「常磁性（ｐａｒａｍａｇｎｅｔｉｃ）」材料は、例えば磁性材料と対極の透磁性構成
部品との間又は２つの磁性材料の間に挿入されるスペーサ片、例えば構成部品と極片との
間のスペーサ片に関して、比透磁率１．０００１～１００の材料を意味する。１．０１～
２の透磁率を有する弱常磁性材料を、本発明を実装するために使用できる。特に「Ｐｈｙ
ｎｏｘ（登録商標）」の名称で知られるＣｏＣｒ２０Ｎｉ１６Ｍｏ７、又はニッケル‐リ
ンＮｉＰ（リンの濃度が１２％であるが硬化されているか、若しくはリンの濃度が１２％
未満であるもの）といった材料は弱常磁性であるため、本発明を実装するために使用でき
る。
【００６０】
　非磁性材料（透磁率１．０１未満）の利用は極めて限定される。というのはこれらの材
料は機械加工が困難であるか、又は所望の機能に関して機械的に不安定である（従ってこ
れらの材料を強磁性とするためのコーティング若しくは硬化プロセスが必要となる）ため
であり、これが、１５０００ガウスに耐えられる最初の腕時計が２０１３年になるまで紹
介されなかった理由である。例えば非磁性材料は：アルミニウム、金、真鍮等である。
【００６１】
　「反磁性（ｄｉａｍａｇｎｅｔｉｃ）」材料は、グラファイト又はグラフェンといった
、１未満の比透磁率（１０-5以下の低い磁気感受率）を有する材料を意味する。
【００６２】
　最後に、特にシールドに関して、「非磁性」材料の対義語としての「軟磁性（ｓｏｆｔ
　ｍａｇｎｅｔｉｃ）」材料は、高い透磁性を呈するものの高い飽和磁界を呈する材料で
ある。というのはこれらは常に帯磁している必要はなく、外部磁界を低減するために可能
な限り良好に磁界を伝導しなければならないためである。これらの構成部品はまた、外部
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の磁界から磁性システムを保護することもできる。これらの材料は好ましくは、５０～２
００の比透磁率及び５００Ａ／ｍ超の飽和磁界を有するように選択される。
【００６３】
　「非磁性」材料は、典型的にはケイ素、ダイヤモンド、パラジウム及び同様の材料とい
った、比透磁率が僅かに１より大きくかつ１．０００１未満である材料として定義される
。これらの材料は一般にＭＥＭＳ技術又はＬＩＧＡ法によって得ることができる。
【００６４】
　好ましい磁化方向ＤＡＰの概念に戻るために、この方向は機構の設計によるものであり
、機構が受ける磁界には関係がないことを明記しておくことは有用であると考えられる。
構成部品、例えばモータの回転子（これは永久磁石である）に付与される磁化方向を、強
磁性部分の好ましい磁化方向と混同してはならない。永久磁石は、上記好ましい磁化方向
とは全く異なる磁化方向を有してよい（永久磁石が軸方向に磁化されたディスクの形態を
取る場合のように、これら２つは直交していてさえよい）。電気モータの例を続けると、
略対称なジオメトリを有する固定子のように、構成部品が好ましい磁化方向を有しないこ
とも可能である。
【００６５】
　以下に詳述され図面に図示されている好ましい実施形態では、この可動構成部品１０は
、腕時計ムーブメントのゼンマイ‐テンプ組立体の一部を形成する天輪である。当業者に
は、本発明を他の可動時計構成部品に応用する方法は公知であろう。
【００６６】
　腕時計産業において比較的標準的であるテンプ１０の通常の真１のジオメトリは、外部
磁界下での磁化を制限するように最適化されていない。実際には、比較的大きな半径ＲＭ
ＡＸを有する真１の中点部分６は、枢軸Ｄの方向に対して垂直又は斜めになった磁界によ
って強く磁化される。この磁化により、周辺環境の磁界（外部磁界又はムーブメント若し
くは腕時計の磁化された構成部品によって生成された磁界）が存在する場合、真１は高い
磁性トルクを受ける。
【００６７】
　好ましくは、真１は強磁性構成部品であり、特に鉄鋼製であり、磁気が消去された初期
状態である（いずれの場合においても永久磁石として使用できない）。実際には、本発明
は時計ムーブメントの磁性妨害の除去に寄与し、本発明により真のいずれの偶発的な磁化
を低減又は除去できる。
【００６８】
　テンプ１０は、腕時計４０のムーブメント３０内の脱進機機構２０の一部を形成する。
【００６９】
　本発明は、最大の半径方向空間を占める天真の一部分である突出部分１１のアスペクト
比を、テンプ１０の真１の枢軸Ｄに対して垂直な平面上への投影図において上記突出部分
１１に１とは大きく異なる、好ましくは２以上のアスペクト比を与えることによって改変
することにより、天真１のジオメトリを改変することを提案する。
【００７０】
　着想は、（枢軸Ｄに対して垂直な平面上への投影図における）２つの寸法ｘ又はｙのう
ちの一方を削減することである。実行が最も簡単な方法は、軸Ｄに対して略平行な２つの
表面１４、１５によって真１を局所的に制限することであり、上記表面１４、１５は好ま
しくは軸Ｄに対して平行な２つの平面である。実際には、これらの表面、特に平面が平行
でない場合、他の部分より更に強く磁化され得る部分がより多く残る。これら２つの表面
１４、１５は好ましくは互いに極めて近接しており、これによって上記方向における磁化
を低減し、ｘ，ｙ平面内に単一の好ましい磁化方向を明確に画定する。
【００７１】
　好ましくは、及び図に示すように、これら２つの表面１４、１５は真１の枢軸Ｄに関し
て対称である。
【００７２】
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　突出部分は、これらの主軸が互いに対して平行になるように配向される。
【００７３】
　この突出部分１１の、テンプ１０の真１の枢軸Ｄに対して垂直な平面上への投影図は、
突出部分１１の最大寸法がそれに沿って延在する主軸ＤＰを含む、２つの直交する軸に関
して対称な矩形Ｒに内接するプロファイル１２を有する。アスペクト比は、矩形の２つの
寸法、即ち長さＬＲ及び幅ＬＡの間の比である。
【００７４】
　結果として、変形後には天真１は回転対称性を有しない。
【００７５】
　本発明によると、テンプの静止位置において、突出部分１１の最大寸法がそれに沿って
延在する上記主軸ＤＰは、ムーブメントの周辺環境の好ましい磁化方向ＤＡに対して略垂
直な位置にある。「略垂直な（ｓｕｂｓｔａｎｔｉａｌｌｙ　ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ）」
は、８０°～１００°の角度を意味し、特にこの角度は９０°である。この好ましい方向
ＤＡは一般に、バー、受け、ねじ等によって決定される。好ましい方向ＤＡは設計に直接
左右され、一般に、軸に近接する鉄鋼製構成部品のアスペクト比を調査することによって
極めて明白となる。これが不明である場合、完成した要素又は等価の負荷を用いてシミュ
レーションを実施するだけで、上記方向を容易に決定できる。
【００７６】
　テンプの「静止（ｒｅｓｔ）」位置は、ヒゲゼンマイが静止している場合にテンプが占
める位置に相当する。これはムーブメントの周波数が最低となる位置であるが、以下に説
明するように、これは平均位置であり、極めて強い外部磁界に関しては、結果として得ら
れる磁化を画定する位置である。
【００７７】
　特定の実施形態では、テンプのローラの最大寸法は脱進機ラインに対して垂直であり、
これにより表面効果を容積効果に対して最大化して、磁界方向の磁化を最小値にまで低減
することにより、妨害トルクを生成する「コンパス（ｃｏｍｐａｓｓ）」効果を最小値に
まで低減する。
【００７８】
　プロファイル１２となるように製造された真１と、その主軸ＤＰを好ましい磁化方向Ｄ
Ａに対して略垂直に配向することとの組み合わせを、「磁性的に最適化されたジオメトリ
（ｍａｇｎｅｔｉｃａｌｌｙ　ｏｐｔｉｍｉｓｅｄ　ｇｅｏｍｅｔｒｙ）」と呼ぶ。
【００７９】
　いくつかの変形例を図示している。
【００８０】
　図１は、現実的な磁性的に最適化されたジオメトリを有する天真１を示す。支持体とし
て使用される、その最も幅が広い部分は、高いアスペクト比を有し、その最大寸法は、そ
の主軸ＤＰによって、ムーブメントの周辺環境の好ましい磁化方向ＤＡに対して略垂直な
方向に配向される。この真１は、回転するホゾの肩部と、ひげ玉、リム、振り座、ダブル
ローラ又はその他の要素を支持するための支持体とを有する、従来の天真に基づいて図示
されている。この例では、最大直径を有する部分１１は、図面には示されていないリム５
０のある面に対する支持体として作用し、真１はこのリムをセンタリングするための肩部
１３を含む。プロファイル１２はここでは、２つの対向する表面１４、１５を機械加工、
特にフライス削り、旋削等することによって達成され、図６にも示されているように、こ
れらの表面は簡略化された好ましい実施形態では平面である。この変形例により、テンプ
の、又はテンプが組み込まれている機構の他の構成部品の寸法のいずれの改変を必要とす
ることなく、既存の天真を低コストで変形して本発明に適合させることができる。
【００８１】
　図２は、磁性的に最適化されたジオメトリを有する天真１の図である。支持体として使
用される、その最も幅が広い部分は、高いアスペクト比を有し、その最大寸法は、その主
軸ＤＰによって、ムーブメントの周辺環境の好ましい磁化方向ＤＡに対して略垂直な方向
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に配向される。特にホゾであるいくつかの肩部は回転体のままであるが、突出部分１１は
ここでは角柱形であり、対向する表面１４、１５、及びプロファイル１２の矩形外周の短
辺上の端面１６、１７を有し、特定の実施形態ではこれらは全て平面である。天真１の他
の支持機能のために、アスペクト比１超の他の部分１１Ａ、１１Ｂが、主要な突出部分１
１に対して平行に配設され、これらは全て、好ましい磁化方向ＤＡに対して略垂直な方向
の主軸ＤＰを有する。これらの部分１１Ａ、１１Ｂにおける平面１４、１５のフライス削
りと組み合わせた、面１６Ａ、１６Ｂ、１７Ａ、１７Ｂの端部フライス削りにより、磁界
の漏洩が可能となり、更に残留磁界が低減されるという利点が提供される。
【００８２】
　図３は、図２の最適化されたジオメトリに由来する代替的な最適化されたジオメトリを
示す。この場合、主要な突出部分１１の最長の支持部分のみならず他の部分１１Ａ、１１
Ｂの最長の支持部分は切断加工され、特にスロットの形態である切欠き部１８を備え、こ
れにより外部磁界の不在時に部分的な自己磁気消去が誘発される。これらの切欠き部１８
は主軸ＤＰに対して平行な方向に延在する。上述のように、支持体として使用される最長
の部分は高いアスペクト比を有し、最大寸法は、その主軸ＤＰによって、ムーブメントの
周辺環境の好ましい磁化方向ＤＡに対して略垂直な方向に配向される。好ましくは、切欠
き部１８の深さは、関係する部分１１又は１１Ａ、１１Ｂの長さの半分以上であり、真１
の円筒形部分の平均半径を超える。
【００８３】
　ここでもまた、突出部分及び切欠き部は真１の枢軸Ｄに関して対称である。
【００８４】
　平行な平面である表面１４、１５によって範囲が画定される実施形態は、得られる結果
及び製造コストの両方に関して極めて有利であるものの、本発明によるアスペクト比が２
より高くなれば、好ましい磁化方向はｘｙ平面内に確立され、このことは完成した要素を
用いたシミュレーションによって確認される。
【００８５】
　好ましくは、不均衡の生成を回避するために、本発明による真１は、枢軸Ｄを通り主軸
ＤＰに対して平行な平面に関して対称である。
【００８６】
　特に天真のホゾ及び円筒形本体である回転体１９の表面は、従来の天真のホゾ及び円筒
形本体と同一であってよい。従ってこの構成部品の機械的性能は、既存の天真に対して変
化しない。
【００８７】
　図示した真は、（ヒゲゼンマイが静止している場合に）ムーブメントの周辺環境の好ま
しい磁化方向ＤＡに対して略垂直に選択された主軸ＤＰに対して平行な好ましい磁化方向
を有する。
【００８８】
　従来の天真の場合
　残留効果に関して、従来の天真については、（軸に対して平行な磁化はクロノメトリに
有意な障害を発生させないため無視できる場合）天真の一般的な材料である炭素鋼（２０
ＡＰ）を飽和させることができる、真の枢軸に対して垂直に配向された特に強力な静的外
部磁界（＞５０００ｋＡ／ｍ）の影響下での強い磁界への曝露に続く、２つの可能な磁化
方式が存在する：
　‐第１の場合：外部磁界下でテンプ１０の運動が停止し、ムーブメント３０が停止する
。この運動はその静止位置付近（真は円筒形の対称性を有し、ヒゲゼンマイは非磁性であ
るため、これは一般には２０°未満である）で停止するため、天真の残留磁界は、静止位
置から「見た（ｓｅｅｎ）」外部磁界と同様に配向される。
　‐第２の場合：運動は停止せず、従って真の磁化が動的に発生する：真から「見た」外
部磁界の方向は発振毎に変化し、材料内の磁界は複数のヒステリシスサイクルを経て、残
留磁界が（各サイクルにおいて）徐々に形成される（外部磁界は強いため、真を強力に磁
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化するが、真の配向が変化すると、上述の外部磁界は低下し、生成される残留磁界を部分
的に再配向する）。永久磁化が（複数の完全な発振の後、即ち周波数に応じて０．５秒～
１秒後に）徐々に周期的に形成されることにより、真において最終的に形成される残留磁
界は、真がその平均位置、即ちその静止位置から動かなかったかのように（まさに真が磁
界下で停止していたかのように）配向されることになる。
【００８９】
　磁界下で運動が停止することとは独立して、残留磁界は好ましくは外界磁界と同様に配
向されることになり、その一方でムーブメントの周辺環境において生成される残留磁界は
、固定された強磁性構成部品（バー、ねじ、受け）の配向に応じて好ましい磁化方向ＤＡ
に配向されることになる。
【００９０】
　外部磁界の除去後、残留磁性トルクは、コンパスの針に対してと同様に天真に作用する
。速度障害は、テンプの静止位置（発振角度＝０）に対する磁性トルクの対称性に左右さ
れる。トルクが角度の奇関数である場合、速度障害は最大となり、トルクが角度の偶関数
である場合、速度障害はゼロとなる（ただし後者の結果は従来の天真では殆どあり得ない
）。
【００９１】
　本発明による天真の場合
　本発明によるジオメトリが最適化された真１に関する残留効果は、従来の真に関して観
察されるものとは異なる。
【００９２】
　図１、２に示す真１は、約２のアスペクト比を有する。２又は２超のアスペクト比を有
する真に関して、可能な磁化方式は以下の通りである：
　‐第１の場合：外部磁界下で運動が停止する。好ましい磁化方向の存在により、垂直方
向の磁化が弱められる。
　‐第２の場合：運動は停止せず、従って真の磁化が動的に発生する：真から「見た」外
部磁界の方向は発振毎に変化し、材料内の磁界は複数のヒステリシスサイクルを経て、残
留磁界が（各サイクルにおいて）徐々に形成される。
　‐好ましい磁化方向の存在により、磁化は：
　‐磁界が正確な垂直方向以外のいずれの方向に配向されている場合はその方向に配向さ
れ；
　‐磁界が真の主軸ＤＰに対して垂直な方向に配向されている場合は垂直方向に配向され
るものの、極めて弱い。
【００９３】
　真１の主軸ＤＰは、周辺環境の好ましい磁化方向ＤＡＰに対して略垂直であるため、外
部磁界の殆ど全ての可能な配向（周辺環境の好ましい磁化方向ＤＡＰでの配向を除く）に
関して、結果として得られる真１に対する残留磁性トルクは、発振の角度の偶関数であり
、これにより残留速度障害が略ゼロとなる。
【００９４】
　磁界が周辺環境の好ましい磁化方向ＤＡＰと全く同一方向に配向されている場合、真は
同一方向に、従って主軸ＤＰに対して垂直に磁化されるが、この場合磁化は弱く、残留磁
界分布を図示した図４に示すように、２０ＡＰ鉄鋼製の最適化された天真１の、主軸ＤＰ
に対して垂直な方向における０．２Ｔでの磁化後、０．２Ｔ未満である。この場合、磁性
トルクは発振角度の奇関数となるが、図５に示すように、従来の真に作用するトルクの（
ジオメトリに応じて）１０～１００倍弱い。上記図５は、従来の天真に印加される磁性ト
ルク（グラフ中ではＧＴとして破線で示される）と、本発明による最適化された真１に印
加される磁性トルク（グラフ中ではＧＯとして実線で示される）との比較をグラフの形態
で示したものである。横座標は角度（°）であり、縦座標はテンプに印加されるトルク（
ｍＮｍｍ）である。このようにして、残留速度障害は３～１０倍低減される。
【００９５】
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　このように、外部磁界の方向とは独立して、真のジオメトリの最適化により、残留速度
障害は大幅に低減される。
【００９６】
　好ましくは、図示した単純な実施形態において、真１の材料は磁性的に均一である。こ
の特定の実施形態は、真１が磁性的に不均一である実施形態をいかなる点でも排除するも
のではない。
【００９７】
　特定の変形例では、真１は単一部品であり、複数の整列された部分から作製される。こ
の単一部品の真１は磁性的に不均一であり、その容積全体を通して均一ではない本来的な
磁性特性、即ち透磁率、飽和磁界、保磁場、キュリー温度、ヒステリシス曲線を有する。
より具体的には、この真１は、単一部品の真１の本来的な磁性特性の、単一部品の真１の
枢軸Ｄの軸方向若しくは枢軸Ｄに対して径方向の変動、又は上記単一部品の真１の枢軸Ｄ
の軸方向の変動及び枢軸Ｄに対して径方向かつ回転対称である変動の両方に従って、磁性
的に不均一である。
【００９８】
　本発明は以下の重要な利点を提供する：
　‐非磁性ヒゲゼンマイ、アンクルレバー本体及びガンギ車を備える腕時計に関して、副
次的磁界を停止させる磁界が増大すること；
　‐非磁性ヒゲゼンマイ、アンクルレバー本体及びガンギ車を備える腕時計に関して、残
留効果が低減されること；
　‐従来技術による腕時計と同一の機械的性能が得られること。
【００９９】
　従って本発明により、（テンプ全体ではなく）天真のジオメトリを改変することができ
るようになる。というのは天真は唯一の磁性構成部品であり、非磁性材料に置き換えるの
が困難であるためである。実際に低減しなければならないのは真自体の影響であり、この
目的は本発明によって達成される。
【０１００】
　天真上に設置された構成部品は、本発明の実装によって従来技術のテンプと比べて局所
的に改変されるものの、支持表面が維持されるため、上記構成部品を適合させる必要はな
い。
【０１０１】
　要するに、本発明の発明的概念に基づいて、特定の場合に応じた、特に構成部品の製造
及び取り付けを簡素化するための、極めて特異的な複数の異なる設計も当然考えられるが
、最も重要なのは、以下の基本概念、即ち：天真の好ましい磁化方向を、周辺環境の好ま
しい磁化方向に適合するように画定しなければならない、という基本概念を適用すること
である。最も単純な方法は、円筒形ではなく（アスペクト比２以上の）角柱形のジオメト
リを有するようにすることである。
【０１０２】
　このようにして、本発明により、優れた速度均一性を有する共振子を得ることができる
。というのはこの共振子は、従来技術による試み（例えば永久磁化されたアーバと固定子
との相互作用によって形成された発振子等。その周波数は軸の磁化に大きく左右され、従
って外部磁性妨害に対して極めて敏感であり、正確な時計ムーブメントのためには使用で
きない）とは異なり、外部磁性妨害に対する感受性を有さないためである。
【０１０３】
　このような結果を達成するために、可動強磁性構成部品の磁化機構についての研究が必
要であったが、これは腕時計製作においてこれまで全く対処されなかった問題であり、２
０００年以降に回転式重機械の分野においてのみ研究されてきた問題であった。
【０１０４】
　本発明の真１のような磁性的に受動性の構成部品（強磁性であるが磁化されておらず、
原則として弱い永久磁石）と、永久磁石のような磁性的に能動性の構成部品（特定の強磁
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性材料製であり、極めて高いキュリー点及び保磁場を有し、設計に組み込む前に、約３Ｔ
～６Ｔの極めて高い磁界を用いて特定の方向に慎重に磁化される）との間には大きな違い
があることが理解される。従って当業者は、永久磁石に関する既知の結果を磁化されてい
ない強磁性構成部品に転用することはできない。上記磁化されていない強磁性構成部品の
挙動は全く異なるものであり、磁性応答はそのジオメトリ、表面効果、ムーブメント内の
環境に大きく左右される。
【０１０５】
　当業者はこの主題に関する様々な文献を参照してよい：
　‐Ｄｉａｌａ　Ｅ．Ａ．（２００８），“Ｍａｇｎｅｔｏｄｙｎａｍｉｃ　ｖｅｃｔｏ
ｒ　ｈｙｓｔｅｒｅｓｉｓ　ｍｏｄｅｌｓ　ｆｏｒ　ｓｔｅｅｌ　ｌａｍｉｎａｔｉｏｎ
ｓ　ｏｆ　ｒｏｔａｔｉｎｇ　ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　ｍａｃｈｉｎｅｓ”，Ｈｅｌｓｉ
ｎｋｉ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，ＩＳＢＮ　９７８-９５
１-２２-９２７６-９／９７８-９５１-２２-９２７７-６，ＩＳＳＮ　１７９５-２２３９
／１７９５-４５８４
　‐Ｆｕｚｉ，　Ｊ．（１９９９），“Ｃｏｍｐｕｔａｔｉｏｎａｌｌｙ　ｅｆｆｉｃｉ
ｅｎｔ　ｒａｔｅ　ｄｅｐｅｎｄｅｎｔ　ｈｙｓｔｅｒｅｓｉｓ　ｍｏｄｅｌ”，ＣＯＭ
ＰＥＬ，１８，４４５-４５７
　‐Ｚｉｒｋａ，Ｓ．Ｅ．，Ｍｏｒｏｚ，Ｙ．Ｉ．，Ｍａｒｋｅｔｏｓ，Ｐ．，ａｎｄ　
Ｍｏｓｅｓ，Ａ．Ｊ．（２００４ｃ），“Ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ　ｏｆ　ｄｙｎａｍｉｃ
　Ｐｒｅｉｓａｃｈ　ｍｏｄｅｌｓ”’，Ｐｈｙｓｉｃａ　Ｂ：Ｃｏｎｄｅｎｓｅｄ　Ｍ
ａｔｔｅｒ，３４３，８５-８９
　‐Ｚｉｒｋａ，Ｓ．Ｅ．，Ｍｏｒｏｚ，Ｙ．Ｉ．，Ｍａｒｋｅｔｏｓ，Ｐ．，ａｎｄ　
Ｍｏｓｅｓ，Ａ．Ｊ．（２００５ｂ），　“Ａ　ｖｉｓｃｏｕｓ-ｔｙｐｅ　ｄｙｎａｍ
ｉｃ　ｈｙｓｔｅｒｅｓｉｓ　ｍｏｄｅｌ　ａｓ　ａ　ｔｏｏｌ　ｏｆ　ｌｏｓｓ　ｓｅ
ｐａｒａｔｉｏｎ　ｉｎ　ｃｏｎｄｕｃｔｉｎｇ　ｆｅｒｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ　ｌａｍ
ｉｎａｔｉｏｎｓ”，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．Ｍａｇｎ．，４１，１１０９-１１１１
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